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本省行政評価局

管区行政評価局等

行政評価事務所

行政監視行政相談
センター

関東管区行政評価局

東北管区行政評価局中国四国管区行政評価局

北海道管区行政評価局

中部管区行政評価局

近畿管区行政評価局

四国行政評価支局

九州管区行政評価局

○行政評価局の全国調査網
行政評価局は日本全国をカバーする拠点を配置して全国調査網を形成し、
全国の情報を収集しています。

管区行政評価局等の役割

管区行政評価局等の機能

地域計画調査

行政相談

地域の住民生活に密着した行政上の問題について、
管区行政評価局、行政評価事務所が独自にテーマを
設定して調査を行い、改善を図っています。

全国50か所の総務省行政相談センター「きくみみ」
と約5,000人の行政相談委員が、国の行政などへの
苦情や意見·要望を受け付けます。



昨年度結果を公表した調査テーマ
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○地域計画調査の実施状況

○管区行政評価局等での行政相談活動

平時には、人や車両の通行が可
能。津波等の襲来時には、閉鎖す
ることで海水の侵入を防止する。

総合行政相談所
総務省の庁舎の外で気軽に相談していた
だけるように、札幌から那覇まで全国17
都市のデパートなどで、毎日または定期
的に、相談窓口を開設しています。

一日合同行政相談所
10月の行政相談週間を中心に、国の行政
機関、地方公共団体の職員や行政相談委
員などが出席し、相談をワンストップで受
け付ける相談窓口を開設しています。

行政相談懇談会や出前教室の開催
自治会、婦人会などの代表と地域の実情
等に関する意見交換の機会を設けている
ほか、小·中学校、高校、大学等で行政相
談についての授業を行っています。

調査の背景

調査結果・改善内容

令和３年度

東日本大震災では、津波から人命や財産を守ろうと水門・陸こう等の
操作に従事した方が多数殉職されました。国は、この教訓を踏まえ、
平成26年に海岸法を改正し、現場作業員の安全確保が図られるよう
配慮された「操作規則」の策定を義務付けましたが、近年の水門・陸こ
う等の運用管理の実態は不明でした。

●海岸法において、操作規則の策定が義務付けられていることを承
知していないなどの理由により、海岸管理者が操作規則を策定し
ていない事例が複数みられたため、四国行政評価支局は、四国
地方整備局に対し、操作規則を策定することの重要性について周
知徹底を図るように通知しました。

●四国地方整備局は、管内の海岸管理者に対し、事務連絡を発出す
るとともに港湾管理者会議などにおいて、周知を徹底しました。

調査例
詳しくはこちら

水門、陸こうを確実かつ安全に機能させるために
海岸保全施設の運用・管理に関する行政評価・監視-R３.11.30公表

＜北海道＞
○農福連携の推進
○地方公共団体のBCPの実効性
（非常用発電設備の整備等）

＜東北＞
○ツキノワグマの保護管理

＜関東＞
○スマートインターチェンジの利便性
及び安全性の向上

○高齢者の身元保証

＜中部＞
○農業用ため池の管理及び保全
○放課後児童クラブの安全対策
○在留外国人への情報伝達

＜近畿＞
○ホームページによる行政情報
提供状況

＜中国＞
○ジビエ利用の推進
○洪水氾濫被害の減災対策

＜四国＞
○海岸保全施設の運用・管理

管区行政評価局、行政評価事務所、行政監視行政相談センターの
行政相談窓口の愛称は です。（地名）

（例）

陸こう
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○管区行政評価局・行政評価事務所等 連絡先一覧




